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鉄鋼業の特徴とエネルギー使用実態について
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粗鋼生産量推移１
世界

日本

中国

百万ｔ

鉄鋼産業の概要

鉄鉱石

（天然資源）

スクラップ

（循環資源）

高炉

直接還元

転炉

電炉

原料 製銑（還元）工程 製鋼工程

熱間圧延

冷間圧延

表面処理

形鋼

棒線

鋼管

厚板

電磁

めっき

ブリキ

製品工程

鉄鋼プロセスの概要

高炉転炉一貫プロセス（国内粗鋼生産の約3/4）

 天然資源である鉄鉱石が主原料

 汎用～高品位製品の製造

 鉄鉱石の還元工程が必要であり、エネルギー原単位、CO2排出ともに高位

電炉プロセス（国内粗鋼生産の約1/4）

 循環資源であるスクラップが主原料

 スクラップに含まれる不純物の制約等から、建設用等汎用品製造が多くを占める

 鉄鉱石の還元工程が不要なため、エネルギー原単位、CO2排出ともに低位
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 世界鉄鋼生産は1990年代後半から、中国の成長に伴
い急激に拡大

 中国は世界の粗鋼の半分超を生産
 日本は、1億～1.1億ｔで推移。国内消費減少分を直

接輸出拡大により生産規模を維持
 日本は、中国、インドに次ぐ世界第3位の鉄鋼生産国

 欧米はほぼ日本と同様の傾向
 インド・アセアンの生産拡大傾向
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高炉転炉プロセスのエネルギー側面の特徴と省エネルギーの取組

鉄鉱石 焼結

メッキ高炉

転炉

連続焼鈍

連続鋳造

熱間圧延

加熱炉

厚板

熱延鋼板

形鋼・棒線

製銑工程 製鋼工程原料

③排熱

溶銑 溶鋼

コークス炉

COG BFG LDG

化石燃料

④廃棄物
バイオマス

原料炭

加熱炉

加熱炉

粗鋼
SP

冷延鋼板

UO

冷間圧延・鋼管 表面処理

TRT CDQ 廃熱
ボイラ

②副生ガス

発熱量*

H CH C  H CO CO N MJ/Nm

COG 56 30 3 6 2.5 2.5 22.7

BFG 4 ND ND 22.5 22.5 51 3.4

LDG 1 ND ND 68 16 15 8.4

*高位発熱量

組成　（vol％）

2 4 m n 2 2 3

系統電力

排熱蒸気
排熱電力

副生蒸気
副生電力
副生用役副生燃料

⑤水素
アンモニア 電力

Ar,N2
CO2,H2

①プロセス効率

CO2排出の95％超はSCOPE-1

プロセス内に、コークス炉、ガス生産、発電、蒸気などの「エネルギー転換工程」を不可避的に内在
還元材の約45％（熱量比）は不可避的に副生ガスに転換される
①プロセス効率改善、②効率的副生ガス利用、③排熱回収、④廃棄物・バイオマス利用により、原料炭以外の化
石燃料、購入電力の削減を図る。さらに将来サプライチェーン等の整備が行われた場合には、⑤水素/アンモニア
の還元材や燃料の代替による省CO2も視野に入れる

Netエネルギー効率改善を通じた、省エネ・エネルギーコスト削減・資源効率改善・CO2原単位の改善
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System Boundary



電炉プロセスのエネルギー側面の特徴と省エネルギーの取組

連続鋳造

熱間圧延

加熱炉

形鋼・棒鋼

製鋼工程

溶鋼

加熱炉

加熱炉

粗鋼

電炉

化石燃料

系統電力

スクラップ

HBI/銑鉄

CO2排出の約8割はSCOPE-2
Netエネルギー効率改善に加え、電源選択も有効

出典：JFE条鋼パンフレット 出典：明海リサイクルセンターホームページ

シュレッダーダストの再資源化省エネルギー型電気炉の例（ECOARC）

 日本では、主として形鋼、棒鋼などの建材
系の鋼材を生産

 高炉メーカーが、高炉/転炉⇒電炉転換の
中長期経営計画を公表

 近年、スクラップ予熱、省エネ型電気炉、
廃棄物利用等による改善

 省CO2を目的とした、非化石電源調達、DR
等の取組も一部顕在化
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System Boundary



鉄鋼業における省エネ政策上の目標のご提案

１．粗鋼エネルギー原単位（高炉一貫/電炉共通）
• 従来より、省エネ法において対象とされてきた指標
• 省エネ定期報告書第1表から計算されるネットエネルギー消費量を代表生産量（粗鋼生産量）で除して得られる

２．非化石エネルギー原単位（高炉一貫/電炉共通）
• 粗鋼エネルギー原単位に占める下記エネルギー（J換算）合計値の割合
① 購入電力に占める非化石電力量（系統の電源構成、または再エネ電力の調達）
② オンサイト/オフサイト再エネ発電自家消費量
③ 排熱回収発電電力量（石油等動態統計で捕捉可能）
④ 排熱回収蒸気量（石油等動態統計で捕捉可能）
⑤ バイオマス利用量（FITにおける換算方法を援用）
⑥ 廃棄物利用量（換算係数要検討）
⑦ 水素/アンモニア利用量
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３．自家発電エネルギー自給率（高炉一貫）
• 自家発電に占める下記電源合計値の割合
① 排熱回収発電
② 副生ガス発電（混焼の場合は熱量按分）

４．プロセス蒸気エネルギー自給率（高炉一貫）

• プロセス蒸気に占める下記蒸気源合計値の割合
① 排熱回収蒸気
② 副生ガス蒸気（混焼の場合は熱量按分）


